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　（総　　　則）

第１条　令和７年度新温泉町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする｡

（１）　給　水　戸　数

（２）　年 間 総 給 水 量

（３）　一日平均給水量

（４）　主要な建設改良事業

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

千円

　　第１項　営　業　収　益 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円

　　第３項　特　別　利　益 千円

支　　　　　　出

千円

　　第１項　営　業　費　用 千円

　　第２項　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　特　別　損　失 千円

　　第４項　予　　備　　費 千円

令和７年度新温泉町水道事業会計予算

第１款　　水道事業費用　

145,471

44

第１款　　水道事業収益

   4,101㎥

449,506

303,991

水道管路耐震化事業

水道アセットマネジメント事業

   5,714戸

 1,497,000㎥

25,803

924

4,000

419,179

388,452

水道施設設備更新事業
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額228,897千円は、

収　　　　　　入

千円

　　第１項　固定資産売却代金 千円

　　第２項　負 　　担 　　金 千円

　　第３項　出　 　資 　　金 千円

　　第４項　補　 　助 　　金 千円

　　第５項　企　 　業 　　債 千円

　　第６項　他 会 計 借 入 金 千円

支　　　　　　出

千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　他会計貸付金 千円

  （企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　公的資金については、その融資条件により、銀行その他の場合には、その債権者と協定す

るものによる。

　ただし、財政の都合により、据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若しくは低利

に借換えすることができる。

　以下同上

　　　　計

利率 償還の方法

第１款　資本的支出 410,601

　4.0％以内

166,700千円

121,200千円

限度額 起債の方法

1

　証書借入

247,698

162,902

水道事業債

起債の目的

166,700

1

15,000

第１款　資本的収入 181,704

1

　　過年度分損益勘定留保資金228,897千円で補てんするものとする。)

1

　4.0％以内　証書借入45,500千円過疎対策事業債

1



第６条　一時借入金の限度額は、80,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める｡

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　　　流用する場合は、議会の議決を経なければならない｡

　　　（１）職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、80,089千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、7,000千円と定める。

　　　（１）営業費用及び営業外費用の各項間の流用

　（一時借入金）

32,750

兵庫県美方郡新温泉町長　　　西　村　銀　三

    令和７年２月２６日　提出
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収　　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　　　　　考

1 ．水 道 事 業 収 益 449,506

1 ．営 業 収 益 303,991

1 . 給 水 収 益 292,178

2 . 受 託 工 事 収 益 10,861

3 . そ の 他 営 業 収 益 952

2 ．営 業 外 収 益 145,471

1 . 受 取 利 息 及 び 配 当 金 4

2 . 他 会 計 補 助 金 80,089

3 . 他 会 計 負 担 金 539

4 . 加 入 金 1,848

5 . 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 還 付 金 1

6 . 長 期 前 受 金 戻 入 62,950

7 . 雑 収 益 40

3 ．特 別 利 益 44

1 . 固 定 資 産 売 却 収 益 20

2 . 過 年 度 損 益 修 正 益 20

3 . そ の 他 特 別 利 益 4

款 項 目

令和７年度　新温泉町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出



支　　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　　　　　考

1 ．水 道 事 業 費 用 419,179

1 ．営 業 費 用 388,452

1 . 原 水 及 び 浄 水 費 77,593

2 . 配 水 及 び 給 水 費 47,782

3 . 受 託 工 事 費 10,862

4 . 総 係 費 52,868

5 . 減 価 償 却 費 198,751

6 . 資 産 減 耗 費 244

7 . そ の 他 営 業 費 用 352

2 ．営 業 外 費 用 25,803

1 . 支 払 利 息 25,802

2 . 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1

3 ．特 別 損 失 924

1 . 固 定 資 産 売 却 費 13

2 . 過 年 度 損 益 修 正 損 900

3 . そ の 他 特 別 損 失 11

4 ．予 備 費 4,000

1 . 予 備 費 4,000

項 目款
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収　入 （単位　千円）

予定額

1. 181,704

1. 固 定 資 産 売 却 代 金 1

1. 固 定 資 産 売 却 代 金 1

2. 負 担 金 1

1. 工 事 負 担 金 1

3. 出 資 金 1

1. 出 資 金 1

4. 補 助 金 15,000

1. 国 庫 補 助 金 15,000

5. 企 業 債 166,700

1. 企 業 債 166,700

6. 他 会 計 借 入 金 1

1. 他 会 計 借 入 金 1

支　出 （単位　千円）

予定額

1. 410,601

1. 建 設 改 良 費 247,698

1. 原 水 及 び 浄 水 施 設 費 84,801

2. 配 水 及 び 給 水 施 設 費 160,147

3. 固 定 資 産 購 入 費 2,750

2. 企 業 債 償 還 金 162,902

1. 企 業 債 償 還 金 162,902

3. 他 会 計 貸 付 金 1

1. 他 会 計 貸 付 金 1

資 本 的 収 入

項

資本的収入及び支出

款 目 備 考

備 考

資 本 的 支 出

款 項 目



単位　千円

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 当年度純利益　　　　　　　　　　　　 54,100

(2) 退職給付費 2

(3) 減価償却費等 194,603

(4) 賞与引当金の増加額 1,230

(5) 長期前受金戻入 △ 62,951

(6) 未収金の増減額 △ 14,632

(7) 未払金の増減額 △ 10,000

(8) たな卸資産の増減額

(9) その他流動資産の増加額

(10) その他流動負債の減少額

業務活動によるキャッシュ・フロー　① 162,352

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 有形固定資産の売却による収入    

(2) 有形固定資産の取得による支出 △ 203,313

(3) 国県補助金による収入 15,000

(4) その他投資活動による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー　② △ 188,313

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 建設改良費企業債発行による収入 181,700

(2) 建設改良費企業債償還による支出 △ 161,401

(3) 他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　③ 20,299

Ⅳ 当年度増減額　④＝①＋②＋③ △ 5,662

Ⅴ 当年度期首資金残高 912,850

Ⅵ 当年度期末資金残高 907,188

令和７年度新温泉町水道事業キャッシュ・フロー計算書
(令和８年３月３１日現在)
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１　総　括

※（　）内は再任用短時間勤務職員の外書き

　ア　会計年度任用職員以外の職員

　イ　会計年度任用職員

（1）
（0）

850 384 299 120 1,639比 較 96 302 △ 264 △ 148 0
480 1,650 2,936 2,454 0 8,154

2,500 3,320 2,753 120 9,793
前 年 度 78 0 264 292

期末手当 勤勉手当 児童手当 計

本 年 度 174 302 0 144 480

△ 21 2,068

職員手
当等の
内訳

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
管理職
手当

時間外
勤務手当

比　　　較 450 1,639 2,0890

4,515 28,744
前　年　度 13,986 8,154 22,140 4,536 26,676
本　年　度 14,436 9,793 24,229

合　　計
(人） (人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般職 報　　酬 給　　料 職員手当等 計 福 利 費

73 64 137

区 分
職　員　数 給 与 費 法　　定

特別職

比 較

860
394 329 723

児童手当 計

本 年 度 467

時間外
勤務手当

期末手当 勤勉手当

393

753 169 922

職員手
当等の
内訳

区 分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

前 年 度

比　　　較 616 137

4,006
前　年　度 1,975 386 3,084
本　年　度 2,591 860

(人） （千円） （千円） （千円）

723 2,698

区 分
職　員　数 給 与 費

特別職

（1）

報　　酬 給　　料 職員手当等 計
(人）

27,680

比　　　較

（千円）

2,591
1,975

本　年　度
（1）

0
24,838
2,842

一般職

区 分

4,922
148

前　年　度

3,787

合　　計
（千円） （千円）

555

1,776

14,436
13,986

管理職
手当

勤勉手当 児童手当

2,500

10,653
8,877 29,760

計

10,653
8,877

616

福 利 費

通勤手当

合　　計
（千円）

264

2,990

174
78

120

32,750

職員手当等給　　料

（1）

（0）

特別職

1,776

職　員　数

（千円）

扶養手当

3,146
2,783
363

3,330

法　　定

0
120

給　　与　　費　　明　　細　　書

地域手当 住居手当
時間外
勤務手当

期末手当

一般職
法　　定

4
450

144
292

5,070

3,451

管理職
手当

職員手
当等の
内訳

報　　酬

※総括表 上段の職員手当等及び法定福利費欄には、令和８年６月支給期末・勤勉手当等にかかる賞与引当金２，４６２千円が含まれています。

（千円）

96

本 年 度
前 年 度
比 較

給 与 費

（千円）（千円） （千円）(人）

0

(人）
計

区 分

302 △ 264

福 利 費

1,650
850 457

0 480
480

302

4

4
4

△ 148 0



２　給料及び職員手当等の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給 料 450 給与改定に伴う増減分 51

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 399 他会計より（3名） 9,718

他会計へ（3名） △ 9,319

職員手当等 1,776 制度改正に伴う増減分 302 地域手当

そ の 他 の 増 減 分 1,474 扶養手当 96

住居手当 △ 264

通勤手当 △ 148

時間外勤務手当 850

期末手当 384

勤勉手当 299

児童手当 120

会計年度任用職員期末手当　　   73

会計年度任用職員勤勉手当 64

説　　　　　明区 分
増 減 事 由 別 内 訳

（千円）
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３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 （歳）

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 （歳）

（２）　初任給

上　　　級 １級29号給 ２２５，６００円

中　　　級 １級19号給 ２１０，６００円

初　　　級 １級 9号給 １９４，５００円

そ　の　他 １級 5号給 １８８，０００円

上　　　級 １級29号給 ２０２，４００円

中　　　級 １級19号給 １８４，６００円

初　　　級 １級 9号給 １７０，９００円

そ　の　他 １級 5号給 １６６，６００円

本年度

同じ

〃

〃

〃

技能労務職

前年度

同じ

〃

〃

３５６，７５０円

本年度

技能労務職

〃

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職

３９歳４月

４９歳４月

区 分 一般行政職

前年度

２９９，８７５円

３２２，３８８円

３２４，２５０円



級 級 職員数（人） 構成比（％）

６ 級

５ 級 1 25.0

４ 級

３ 級 2 50.0

２ 級 （1） （100）

１ 級 1 25.0

計 4 （1） 100.0 （100） 計

６ 級

５ 級 1 25.0

４ 級 1 25.0

３ 級

２ 級 （1） （100）

１ 級 2 50.0

計 4 （1） 100.0 （100） 計

（３）　級別職員数

技 能 労 務 職
区　　　　　　　分

本年度

２ 級

１ 級

一 般 行 政 職
構成比（％）

１ 級

２ 級

前年度

職員数（人）
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６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

課長 課長補佐 係長

副課長 係長 主査

６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

課長 課長補佐 係長

副課長 係長 主査

合 計
4
4

0号級（人） 1
1号級（人）
3号級（人）
4号級（人） 3
6号級（人）
8号級（人）

100.0
4
4

0号級（人） 1
1号級（人）
3号級（人）
4号級（人） 3
6号級（人）
8号級（人）

100.0

（４）　昇　給　

100.0

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

号級別内訳
3

前
年
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

本
年
度

1
4
4

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　分

本年度

一般行政職 課長 主事 主事

技能労務職

区　　　　　分

前年度

一般行政職 課長 主事 主事

技能労務職

1
4
4

100.0比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

3

技能労務職区 分

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

一般行政職
職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

号級別内訳



※（　）内は再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

最　高　限　度
（　月　分　）

支　　給　　率　　等 一般会計と同じ

47.709
（支　給　率　等）

支　給　対　象　職　員　の　比　率
（令和７年４月１日現在）

給　与　総　額　に　対　す　る　比　率 （％）

（％）

一般会計の制度

一般会計と同じ

定年前早期退職特別措置
（定年前1年につき3％を

兵庫県市町村職員
退職手当組合加入

24.586875 33.27075 47.709
上限に加算　最大45％）

一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ 一般会計と同じ

備考
者　　　　　　（月分） 者　　　　　　(月分） 者　　　　　　（月分） 加　算　措　置　等

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分
２０　年　勤　続　の ２５　年　勤　続　の ３５　年　勤　続　の そ　　の　　他　　の

一般会計の制度 2.300（1.200） 2.300（1.200） 4.60（2.40） 有

前　　　年　　　度 2.250（1.175） 2.250（1.175） 4.50（2.35） 有

本　　　年　　　度 2.300（1.200） 2.300（1.200） 4.60（2.40） 有

（６）　期末手当・勤勉手当

区　　　　　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率　 支　　給　　率　　計 職務上の段階・職務の

備考
６　　月　　（月分） １２　　月　　（月分） 　　（　月　分　） 等級による加算措置

－ － －

代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称 － － －

（５）　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 一般行政職 技　能　労　務　職

－ － －

水道事業会計 -13-
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（８）　地域手当

支 給 対 象 地 域 新温泉町

支 給 率 (％) 2.0

支 給 対 象 職 員 数 (人) 4

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

(％) 2.0

（９）　その他の手当

同　　　　　　　じ通　　　勤　　　手　　　当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ

区　　　　　　　　　　分

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当



1 千円 千円 千円 千円
（１）

イ 117,735
ロ 150,313

△ 80,636 69,677

ハ 7,658,527

△ 3,764,471 3,894,056

二 2,321,299

△ 1,737,151 584,148

ホ 13,702

△ 12,976 726

ヘ 26,673

△ 25,339 1,334

ト 160

△ 152 8

チ 0

4,667,684

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 物 付 属 設 備
建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 及 び 運 搬 具
車 両 及 び 運 搬 具

土 地
建 物
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
構 築 物

令和７年度　新温泉町水道事業貸借対照表（予定）
（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産
有 形 固定 資産

水道事業会計 -15-
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（２）
イ 2,635

△ 2,635
ロ 0

0
4,667,684

2
（１）

イ 24,680
ロ 882,508 907,188

（２） 62,446
△ 375

（３）
（４）

イ 185
ロ 13,708 13,893

983,152
5,650,836

3
（１）

イ
2,213,465

2,213,465
（２）

イ
0

0

（３）

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債
企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計借 入金
建設改良費等の財源にあ
てるための長期借入金

貯 蔵 品
貯 蔵 計 量 器
材 料

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　債　　の　　部

現 金 ･ 預 金
定 期 預 金
普 通 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
前 払 費 用

破 産 更 生 債 権 等
貸 倒 引 当 金
他 会 計 貸 付 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投資その他の資産



イ 94,893
94,893

2,308,358

4
（１）
（２）

イ
162,902

162,902
（３）

イ

（４） 13,728
（５） 94
（６） 118
（７）

イ 2,459
2,459

179,301

5

（１） 3,114,799

（２） △ 1,801,689

1,313,110

3,800,769

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 借 入 金 合 計

未 払 金

預 り 金
引 当 金
賞 与 引 当 金
引 当 金 合 計

前 受 金

一 時 借 入 金
企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計

他 会 計借 入金
建設改良費等の財源にあ
てるための長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

水道事業会計 -17-
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5 千円 千円 千円 千円

（１）
イ 356,112
ロ 620,568
ハ 0 976,680

976,680

6
（1）

イ 12,431
ロ 74,000
ハ

786,956
873,387

873,387
1,850,067
5,650,836

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

引 継 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金
固 有 資 本 金
組 入 資 本 金



注記表
Ⅰ.重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却方法
　　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）
　　　　　・減価償却の方法　定額法による。
　　　　　・主な耐用年数
　　　　　　　建物　15～50年　　構築物　38～40年　　機械及び装置　15～16年　器具及び備品　3～15年

　２　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　３　引当金の計上方法
　　（１）退職給付引当金
　　　　　　本町は、兵庫県市町村職員退職手当組合に加入しており、年度末における職員に対する退職手当の要支給額から
　　　　　当該組合における積立金相当額を控除した額を計上している。

　　（２）賞与引当金
　　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する
　　　　　額を計上している。

　　（３）貸倒引当金
　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
　　　　　については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法によっている。

Ⅱ.予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　１　重要な非資金取引
　　　　該当事項なし

Ⅲ.予定貸借対照表等関連
　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務
　　（１）担保に供している資産
　　　　　　該当事項なし
　　（２）担保に係る債務
　　　　　　該当事項なし

　２　企業債の償還にかかる他会計の負担
　　　　　　該当事項なし
　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項
　　　　　　該当事項なし

水道事業会計 -19-
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　４　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　令和7年度において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として11,143,000円を支給するため、賞与引当金2,358,271円を取り
　　　　崩す。

Ⅳ.　重要な後発事象
　　　　該当事項なし



Ａ.水道事業-1

1 千円 千円 千円

（１） 126,794

（２） 6,670

（３） 235 133,699

2

（１） 13,706

（２） 17,658

（３） 6,063

（４） 25,821

（５） 62,678

（６） 200

（７） 0 126,126

7,573

3

（１） 0

（２） 399

（３） 0

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

資 産 減 耗 費

その他の営業費用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

令和６年度　新温泉町水道事業損益計算書（予定）
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

水道事業会計
-21-
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千円 千円 千円

（４） 1,040

（５） 0

（６） 18,130

（７） 22 19,591

4

（１） 10,078

（２） 0

（３） 0 10,078 9,513

17,086

5

（１） 0

（２） 0

（３） 0 0

6

（１） 0

（２） 38

（３） 0 38 △ 38

17,048

465,724
(当年度未処理欠損金) 482,772当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益 (当年度純損失)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 (前年度繰越欠損金）

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

消費税及び地方消費税

雑 支 出

加 入 金

消 費 税 還 付 金



1 千円 千円 千円

（１） 165,442

（２） 2,630

（３） 296 168,368

2

（１） 37,380

（２） 25,511

（３） 2,390

（４） 25,936

（５） 132,238

（６） 44

（７） 0 223,499

△ 55,131

3

（１） 0

（２） 140

（３） 86,591

（４） 800

受 取 利 息

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

加 入 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他の営業費用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

その他の営業収益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

令和６年度　新温泉町水道事業損益計算書（予定）
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

Ｂ.水道事業-2

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益
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千円 千円 千円

（５） 0

（６） 45,612

（７） 5 133,148

4

（１） 14,964

（２） 0

（３） 0 14,964 118,184

63,053

5

（１） 0

（２） 0

（３） 0 0

6

（１） 0

（２） 79

（３） 0 79 △ 79

（当年度純損失） 62,974

187,110

（当年度未処理欠損金） 250,084

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 （前年度繰越欠損金）

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失

消費税及び地方消費税

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

消 費 税 還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息



Ａ.水道事業-1

1 千円 千円 千円 千円
（１）

イ 19,075
ロ 32,433

△ 28,999 3,434

ハ 2,904,234

△ 1,190,712 1,713,522

二 388,970

△ 304,712 84,258

ホ 12,879

△ 12,235 644

ヘ 17,604

△ 16,724 880

ト 160

△ 152 8

チ 0

1,821,821

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 物 付 属 設 備
建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 及 び 運 搬 具
車 両 及 び 運 搬 具

土 地
建 物
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
構 築 物

令和６年度　新温泉町水道事業貸借対照表（予定）
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産
有 形 固定 資産
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（２）
イ 859

△ 859
ロ 0

0
1,821,821

2
（１）

イ 24,680
ロ 748,509 773,189

（２） 21,157
△ 288

（３）
（４）

イ 165
ロ 11,622 11,787

805,845
2,627,666

3
（１）

イ
1,273,225

1,273,225
（２）

イ
0

0

（３）

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債
企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計借 入金
建設改良費等の財源にあ
てるための長期借入金

貯 蔵 品
貯 蔵 計 量 器
材 料

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　債　　の　　部

現 金 ･ 預 金
定 期 預 金
普 通 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
前 払 費 用

破 産 更 生 債 権 等
貸 倒 引 当 金
他 会 計 貸 付 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投資その他の資産



イ 61,884
61,884

1,335,109

4
（１）
（２）

イ
59,154

59,154
（３）

イ

（４） 7,890
（５） 47
（６） 118
（７）

イ 1,229
1,229

68,438

5

（１） 746,810

（２） △ 412,285

334,525

1,738,072

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 借 入 金 合 計

未 払 金

預 り 金
引 当 金
賞 与 引 当 金
引 当 金 合 計

前 受 金

一 時 借 入 金
企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債
企 業 債 合 計

他 会 計借 入金
建設改良費等の財源にあ
てるための長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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5 千円 千円 千円 千円

（１）
イ 283,972
ロ 36,419
ハ 0 320,391

320,391

6
（1）

イ 12,431
ロ 74,000
ハ

482,772
569,203

569,203
889,594

2,627,666

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

引 継 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金
固 有 資 本 金
組 入 資 本 金



B.水道事業-2

1 千円 千円 千円 千円
（１）

イ 98,660
ロ 117,880

△ 49,153 68,727

ハ 4,681,344

△ 2,433,336 2,248,008

二 1,801,965

△ 1,379,798 422,167

ホ 823

△ 556 267

ヘ 9,069

△ 8,615 454

ト

2,838,283

減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 及 び 運 搬 具
車 両 及 び 運 搬 具

土 地
建 物
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
構 築 物

令和６年度　新温泉町水道事業貸借対照表（予定）
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産
有 形 固定 資産
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（２）
イ 1,776

△ 1,776
0

2,838,283
2
（１）

イ
ロ 139,661 139,661

（２） 26,657
△ 87

（３） 0
（４）

イ 20
ロ 2,086 2,106

168,337
3,006,620

3
（１）

イ
921,442

921,442
（２）

イ

0
（３）

イ 33,008
33,008

954,450

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

他 会 計借 入金
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債

未 収 金
貸 倒 引 当 金
前 払 費 用
貯 蔵 品
貯 蔵 計 量 器
材 料

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
流 動 資 産

現 金 ･ 預 金
定 期 預 金
普 通 預 金

投資その他の資産
破 産 更 生 債 権 等
貸 倒 引 当 金



4
（１）
（２）

イ
101,678

101,678

（３）
イ

569
569

（４） 15,838
（５） 47
（６） 0
（７）

イ 1,129
1,129

119,261

5

（１） 2,352,989

（２） △ 1,326,453

1,026,536

2,100,247

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金
引 当 金
賞 与 引 当 金
引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金
建設改良費等の財源にあ
てるための長期借入金

長 期 借 入 金 合 計

未 払 金
前 受 金

流 動 負 債
一 時 借 入 金
企 業 債
建設改良費等の財源にあ
て る た め の 企 業 債
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5

（１）
イ 72,140
ロ 584,149
ハ 0 656,289

656,289

6
（1）

イ
ロ
ハ

250,084
250,084

250,084
906,373

3,006,620

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金
固 有 資 本 金
組 入 資 本 金
引 継 資 本 金

資 本 金 合 計

資　　本　　の　　部



収　入 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 449,506 452,330 △ 2,824

1.営 業 収 益 303,991 306,240 △ 2,249

1.給 水 収 益 292,178 295,167 △ 2,989   1. 水 道 使 用 料 292,178 給水戸数　　　5,714戸

給水人口　  　12,876人

有収水量　　　1,497,000㎥

基本料金収入 150,061

13ｍｍ　　5,341戸 112,636

20ｍｍ　　  217戸 9,166

25ｍｍ　   　79戸 6,674

30ｍｍ　　　 10戸 1,267

　 40ｍｍ　   　38戸 7,223

50ｍｍ   　　27戸 11,405

75ｍｍ　    　2戸 1,690

超過料金収入　　810,000㎥ 142,117

合計 292,178

2．受 託 工 事 収 益 10,861 10,120 741   1. 給 水 工 事 収 益 10,861 消火栓受託工事収益

3.そ の 他 営 業 収 益 952 953 △ 1   1. 材 料 売 却 収 益 401 材料売却収益

  2. 手 数 料 550 開閉栓・指定工事店更新手数料等

  3. 工 事 負 担 金 1 工事負担金

節

水 道 事 業 収 益

目 比　較

収益的収入及び支出

説　　　　　　　明
区　　　分

款　　　　項

令和７年度　新温泉町水道事業会計予算説明書

水道事業会計 -33-



水道事業会計 -34-

（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

2．営 業 外 収 益 145,471 146,046 △ 575

1.受取利息及び配当金 4 4 0   1. 預 金 利 息 4 預金利息等

2．他 会 計 補 助 金 80,089 86,593 △ 6,504   1. 補 助 金 80,089 児童手当経費給付費 120

経営補助金 79,969

3.他 会 計 負 担 金 539 539 0   1. 他 会 計 負 担 金 539 七釜温泉配湯事業 316

二日市温泉事業 83

西ノ垣温泉事業 140

4.加 入 金 1,848 1,980 △ 132   1. 新 規 加 入 金 1,848 新規加入金 φ13　10戸　φ20　2戸

5．消 費 税 及 び 地 方 1 2 △ 1   1. 消 費 税 及 び 地 方 1 消費税及び地方消費税還付金

消 費 税 還 付 金 消 費 税 還 付 金

6．長 期 前 受 金 戻 入 62,950 56,888 6,062   1. 補 助 金 27,612

  2. 負 担 金 35,217

  3. 受 贈 財 産 評 価 額 121

7．雑 収 益 40 40 0   1. 雑 収 益 40 雑収益

3．特 別 利 益 44 44 0

1．固 定 資 産 売 却 収 益 20 20 0   1. 固定資産売却収益 20 固定資産売却収益

2．過 年 度 損 益 修 正 益 20 20 0   1. 過年度損益修正益 20 過年度損益修正益

3．そ の 他 特 別 利 益 4 4 0   1. そ の 他 特 別 利 益 4 その他特別利益

説　　　　　　　明
区　　　分

款　　　　項 目
節

比　較

補助金により取得した償却資産の減価償却見合い分

受贈財産にかかる償却資産の減価償却見合い分

負担金により取得した償却資産の減価償却見合い分



支　出 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 419,179 417,669 1,510

1.営 業 費 用 388,452 386,557 1,895

1.原 水 及 び 浄 水 費 77,593 84,206 △ 6,613 11. 備 消 品 費 284 計器等消耗品他

15. 委 託 料 10,625 水質検査委託 9,990

電気工作物保安委託 381

新市水源浄化槽管理委託 80

消防用設備点検業務委託 42

新市倉庫警備業務委託 132

16. 手 数 料 5,728 水質検査 3,890

ストレーナー清掃他 1,838

18. 修 繕 費 18,050 水源・浄水施設機械修繕等

21. 動 力 費 37,709 水源ポンプ設備・浄水設備動力費

22. 薬 品 費 4,775 水源塩素滅菌用薬品

26. 保 険 料 421 建物・機械損害保険料

28. 雑 費 1 雑費

2.配 水 及 び 給 水 費 47,782 48,082 △ 300 11. 備 消 品 費 556 配水管漏水修理用消耗品他

14. 通 信 運 搬 費 3,220 テレメーター専用回線、電話回線使用料

15. 委 託 料 6,980 中央監視装置保守点検委託他

水 道 事 業 費 用

節
目款　　　　項

区　　　分
比　　較 説　　　　　　　明
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（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

16. 手 数 料 3,156 漏水調査手数料他

17. 賃 借 料 198 配水管埋設土地借上料

18. 修 繕 費 29,024 配水及び給水管漏水修理等 26,400

量水器交換修繕 2,624

20. 路 面 復 旧 費 453 舗装道路掘削路面復旧

21. 動 力 費 2,841 各配水池加圧ポンプ動力費

23. 材 料 費 1,293 配水及び給水管漏水修理材料

24. 補 償 金 1 水道管漏水事故補償金

26. 保 険 料 60 水道管賠償保険

3.受 託 工 事 費 10,862 10,160 702 18. 修 繕 費 10,861 消火栓更新

23. 材 料 費 1 消火栓及び給配水管材料

4.総 係 費 52,868 49,154 3,714   1. 給 料 14,436 職員給料4人

  2. 手 当 8,600 扶養手当 174

地域手当 302

時間外勤務手当 2,500

通勤手当 144

管理職手当 480

期末手当 2,199

勤勉手当 1,821

児童手当 120

会計年度任用職員期末手当 467

会計年度任用職員勤勉手当 393

目款　　　　項 説　　　　　　　明
節

比　　較
区　　　分



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

  3. 賞与引当金繰入額 2,462 8年6月支給期末・勤勉手当等

  4. 報 酬 2,591 会計年度任用職員　1人

  5. 法 定 福 利 費 4,661 職員共済組合負担金 4,065

公務災害補償基金納付金 41

社会保険料 555

  6.
退 職 手 当 組 合
負 担 金

2,238 職員退職手当組合負担金

  7. 退 職 給 付 費 1 退職給付費

  8. 厚 生 費 29 職員互助会補助金

  9. 旅 費 244 普通旅費、研修旅費

10. 被 服 費 90 作業用被服等

11. 備 消 品 費 634 災害備蓄用水袋等消耗品費

12. 燃 料 費 674 公用車燃料費

13. 印 刷 製 本 費 613 納付書等印刷費

14. 通 信 運 搬 費 372 郵便料

15. 委 託 料 10,204 メーター検針業務 3,780

電算業務委託 2,083

料金システム保守業務 647

検針用端末保守業務 497

水質モニター業務 504

会計システム保守業務他 2,693

16. 手 数 料 1,679 口座振替手数料・車検手数料

目款　　　　項
区　　　分

節
比　　較 説　　　　　　　明
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（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

17. 賃 借 料 668 設計共同利用システム利用料 199

広域漏水調査ライセンス使用料他 469

18. 修 繕 費 540 公用車修繕

25. 負 担 金 430 但馬水道事業協議会 3

日本水道協会・兵庫県支部 133

水資源保全全国自治体連絡会 30

指定給水装置工事者講習会他 264

26. 保 険 料 167 自動車共済

27. 貸倒引当金繰入額 1,201

29. 公 課 費 165 自動車重量税

31. 報 償 費 169 配水池等整備

5.減 価 償 却 費 198,751 194,359 4,392   1. 建 物 減 価 償 却 費 2,484 資産額（　150,312,827）

  2. 構築物減価償却費 138,612 資産額（7,447,559,560）

  3.
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 費

57,469 資産額（1,827,967,389）

  4.
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 費

186 資産額（　 13,702,064）

6.資 産 減 耗 費 244 244 0   1. 固 定 資 産 除 却 費 103 固定資産除却費

  2. たな卸資産減耗費 141 水道管等修理材料

7.そ の 他 の 営 業 費 用 352 352 0   1. 材 料 売 却 原 価 352 材料売却原価

2.営 業 外 費 用 25,803 26,188 △ 385

1.支 払 利 息 25,802 26,186 △ 384   1. 企 業 債 利 息 25,801 公営企業債利子

比　　較目款　　　　項 説　　　　　　　明
区　　　分

節

貸倒引当金繰入額



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

  2. 一 時 借 入 金 利 息 1 一時借入金利息

2.消費税及び地方消費税 1 2 △ 1   1.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 消費税

3.特 別 損 失 924 924 0

1.固 定 資 産 売 却 損 13 13 0   1. 固 定 資 産 売 却 損 13 固定資産売却損

2.過 年 度 損 益 修 正 損 900 900 0   1. 過年度損益修正損 900 過年度損益修正損

3.そ の 他 特 別 損 失 11 11 0   1. そ の 他 特 別 損 失 11 その他特別損失

4.予 備 費 4,000 4,000 0

1.予 備 費 4,000 4,000 0   1. 予 備 費 4,000

比　　較款　　　　項 目
節

区　　　分
説　　　　　　　明
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収　入 （単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 181,704 142,240 39,464

1. 固定資産売却代金 1 2 △ 1

1. 固定資産売却代金 1 2 △ 1  1. 固定資産売却代金 1

2. 負 担 金 1 901 △ 900

1. 工 事 負 担 金 1 901 △ 900  1. 工 事 負 担 金 1

3. 出 資 金 1 2 △ 1

1. 出 資 金 1 2 △ 1  1. 一般会計出資金 1

4. 補 助 金 15,000 6,234 8,766

1. 国 庫 補 助 金 15,000 6,234 8,766 1. 国 庫 補 助 金 15,000 水道管路耐震化事業

5. 企 業 債 166,700 135,100 31,600

1. 企 業 債 166,700 135,100 31,600 1. 企 業 債 166,700 水道事業債 121,200

過疎対策事業債 45,500

6. 他 会 計 借 入 金 1 1 0

1. 他 会 計 借 入 金 1 1 0 1. 他 会 計 借 入 金 1

説　　　　　　　明
区　　　分

資 本 的 収 入

資本的収入及び支出

款　　　　項 目 比　　較
節



（単位　千円）

当年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 410,601 325,366 85,235

1. 建 設 改 良 費 247,698 163,963 83,735

1. 原 水 及 び 84,801 102,503 △ 17,702 15. 委 託 料 1

浄 水 施 設 費 19. 工 事 請 負 費 84,800 浄水場送水ポンプ他更新工事

2. 配 水 及 び 160,147 52,538 107,609 15. 委 託 料 63,246 重要給水施設管路、構造物耐震化更新

計画策定

給 水 施 設 費 アセットマネジメント策定

水管橋点検

19. 工 事 請 負 費 96,900 配水管耐震化工事

加圧ポンプ室送水ポンプ他更新工事

25. 負 担 金 1

3. 固定資産購入費 2,750 8,922 △ 6,172 3. 事 務 機 器 購 入 費 2,750 管路台帳タブレット機器

2. 企 業 債 償 還 金 162,902 160,832 2,070

1. 企 業 債 償 還 金 162,902 160,832 2,070  1. 企 業 債 償 還 金 162,902

3. 他 会 計 貸 付 金 1 1 0

1. 他 会 計 貸 付 金 1 1 0  1. 他 会 計 貸 付 金 1

△.他 会 計 借 入 金 0 570 △ 570

償 還 金 △. 一般会計借入金 0 570 △ 570

償 還 金

節

公営企業債等元金償還

区　　　分

廃項

説　　　　　　　明目

支　出

款　　　　項

資 本 的 支 出

比　　較
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